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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第75期

第１四半期累計期間
第76期

第１四半期累計期間
第75期

会計期間
自平成28年４月１日
至平成28年６月30日

自平成29年４月１日
至平成29年６月30日

自平成28年４月１日
至平成29年３月31日

売上高 （千円） 8,776,338 9,310,789 48,387,089

経常利益 （千円） 635,034 1,027,865 4,686,092

四半期（当期）純利益 （千円） 429,183 694,531 3,260,412

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 3,302,375 3,302,375 3,302,375

発行済株式総数 （株） 20,858,491 20,858,491 20,858,491

純資産額 （千円） 49,399,353 53,182,802 52,667,962

総資産額 （千円） 59,377,988 63,872,551 64,120,659

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 20.84 33.73 158.37

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 26.00

自己資本比率 （％） 83.19 83.26 82.14

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

     ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

     ３．持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社がないため記載しておりません。

　　　４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

２【事業の内容】

 当第１四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 業績の状況

　当第１四半期累計期間の売上高は、前第１四半期累計期間比５億３千４百万円（6.1％増）増収の93億１千万円

となりました。これは、前事業年度からの繰越工事、及び当第１四半期累計期間に受注した工事の進捗に伴う施工

高の増加を主な要因としたものであります。

　売上総利益は、前第１四半期累計期間比３億４千９百万円（27.8％増）増益の16億４百万円となりました。これ

は、売上高の増加や完成工事総利益率の改善等によるものであります。

　販売費及び一般管理費は、前第１四半期累計期間比２千１百万円（3.0％減）減少の６億８千３百万円となりま

した。

　これにより、営業利益は、前第１四半期累計期間比３億７千万円（67.2％増）増益の９億２千１百万円、経常利

益は、前第１四半期累計期間比３億９千２百万円（61.9％増）増益の10億２千７百万円、四半期純利益は、前第１

四半期累計期間比２億６千５百万円（61.8％増）増益の６億９千４百万円となりました。

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

（建設事業）

　建設事業売上高は、前第１四半期累計期間比５億２千７百万円（6.1％増）増収の91億２千万円となりました。

これは、前事業年度からの繰越工事、及び当第１四半期累計期間に受注した工事の進捗に伴う施工高の増加を主な

要因としたものであります。また、セグメント利益は、前第１四半期累計期間比３億６千２百万円（75.2％増）増

益の８億４千４百万円となりました。これは、売上高の増加や完成工事総利益率の改善等によるものであります。

（不動産事業）

　不動産事業売上高は、前第１四半期累計期間比７百万円（4.0％増）増収の１億９千万円となりました。これ

は、賃貸用不動産の売上高の増加によるものであります。また、セグメント利益は、前第１四半期累計期間比７百

万円（11.4％増）増益の７千６百万円となりました。これは、売上高の増加や減価償却費の減少等によるものであ

ります。

 

(2) 経営方針・経営戦略等

　当第１四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

（建設事業）

　当第１四半期累計期間における研究開発活動の金額は、13,926千円であります。

　なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

（不動産事業）

　研究開発活動は、特段行われておりません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 51,000,000

計 51,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 20,858,491 20,858,491

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 20,858,491 20,858,491 － －

 

（2）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（4）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年４月１日～

平成29年６月30日
－ 20,858,491 － 3,302,375 － 3,338,395

 

（6）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（7）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    271,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 20,549,600 205,496 －

単元未満株式 普通株式     37,391 － －

発行済株式総数 20,858,491 － －

総株主の議決権 － 205,496 －

（注）証券保管振替機構名義の株式が、「完全議決権株式（その他）」の欄に400株（議決権の数４個）、「単元未満

株式」の欄に16株それぞれ含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

第一建設工業株式会社
新潟市中央区八千

代一丁目４番34号
271,500 － 271,500 1.30

計 － 271,500 － 271,500 1.30

（注）当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は271,684株となっております。

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成29年４月１日から平成29

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

 

３．四半期連結財務諸表について

　四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　　　　　　1.59％

売上高基準　　　　　0.82％

利益基準　　　　　　1.79％

利益剰余金基準　　　1.92％
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 10,105,037 17,239,172

受取手形・完成工事未収入金等 20,806,653 11,514,239

有価証券 9,121,580 10,120,660

販売用不動産 58,266 58,266

未成工事支出金 243,062 435,729

材料貯蔵品 274,286 709,054

繰延税金資産 305,049 305,049

その他 852,955 925,638

貸倒引当金 △2,170 △1,230

流動資産合計 41,764,720 41,306,581

固定資産   

有形固定資産 12,286,075 11,992,088

無形固定資産 86,644 82,091

投資その他の資産   

投資有価証券 9,753,719 10,248,853

その他 ※１ 231,424 ※１ 244,862

貸倒引当金 △1,925 △1,925

投資その他の資産合計 9,983,218 10,491,790

固定資産合計 22,355,938 22,565,970

資産合計 64,120,659 63,872,551

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 6,441,604 5,388,699

未払法人税等 1,040,091 369,454

未成工事受入金 177,050 722,187

引当金 127,796 102,650

その他 1,443,061 1,732,236

流動負債合計 9,229,604 8,315,228

固定負債   

繰延税金負債 274,340 430,472

退職給付引当金 1,397,756 1,410,665

資産除去債務 85,114 85,410

その他 465,880 447,972

固定負債合計 2,223,092 2,374,521

負債合計 11,452,697 10,689,749

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,302,375 3,302,375

資本剰余金 3,338,425 3,338,425

利益剰余金 43,317,963 43,477,233

自己株式 △192,770 △192,979

株主資本合計 49,765,994 49,925,054

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,901,968 3,257,747

評価・換算差額等合計 2,901,968 3,257,747

純資産合計 52,667,962 53,182,802

負債純資産合計 64,120,659 63,872,551
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

 当第１四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

売上高   

完成工事高 8,593,427 9,120,517

不動産事業売上高 182,911 190,272

売上高合計 8,776,338 9,310,789

売上原価   

完成工事原価 7,419,384 7,605,234

不動産事業売上原価 102,081 101,412

売上原価合計 7,521,466 7,706,647

売上総利益   

完成工事総利益 1,174,042 1,515,282

不動産事業総利益 80,829 88,859

売上総利益合計 1,254,872 1,604,141

販売費及び一般管理費 704,130 683,074

営業利益 550,741 921,067

営業外収益   

受取利息 4,193 2,865

受取配当金 73,772 75,562

その他 6,326 28,369

営業外収益合計 84,292 106,797

経常利益 635,034 1,027,865

特別損失   

固定資産除却損 850 1,333

特別損失合計 850 1,333

税引前四半期純利益 634,183 1,026,531

法人税等 205,000 332,000

四半期純利益 429,183 694,531
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【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期貸借対照表関係）

※１　投資その他の資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当第１四半期会計期間
（平成29年６月30日）

その他 120千円 120千円

　「その他」中から直接控除している貸倒引当金は、破産更生債権等であります。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

減価償却費 405,833千円 364,215千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年６月30日）

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日

定時株主総会
普通株式 535,264 26 平成28年３月31日平成28年６月29日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年６月30日）

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月28日

定時株主総会
普通株式 535,261 26 平成29年３月31日平成29年６月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 建設事業 不動産事業 合計

売上高    

外部顧客への売上高 8,593,427 182,911 8,776,338

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － －

計 8,593,427 182,911 8,776,338

セグメント利益 482,034 68,706 550,741

（注）セグメント利益の合計は、四半期損益計算書の営業利益と一致いたします。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 建設事業 不動産事業 合計

売上高    

外部顧客への売上高 9,120,517 190,272 9,310,789

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － －

計 9,120,517 190,272 9,310,789

セグメント利益 844,558 76,508 921,067

（注）セグメント利益の合計は、四半期損益計算書の営業利益と一致いたします。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 20円84銭 33円73銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 429,183 694,531

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 429,183 694,531

普通株式の期中平均株式数（千株） 20,587 20,586

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年８月９日

第一建設工業株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 清水　栄一　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大島　伸一　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている第一建設工業株
式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第76期事業年度の第１四半期会計期間（平成29年４月１日から平
成29年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、
すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四
半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、第一建設工業株式会社の平成29年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終
了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな
かった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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